
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

112 施策 人権の保障

人権事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

2

市民ニーズ、社会的役割

・より多くの参加者を得るために、どのように情報を発信するかを検討する必
要がある。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
市民ひゅーまんセミナー

事業
人権政策室

市民に人権問題に関する意識や理解を深めてもらうとともに、地域で
の人権啓発活動を担う人材を養成するため、さまざまな人権課題に
ついて講師を招き、年4回の講演を行っている。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

174
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・事業費をできる限り低く抑えて事業を実施している。
・開催場所等の実施方法について検討しながら継続していく。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 人権啓発パネル展事業 人権政策室
5月の「憲法制定記念パネル展」、及び市内の公共施設を活用した巡
回パネル展を行い、市民の人権意識の高揚を図っている。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

35
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・当該協議会の地区委員会の活動をより充実させることが重要である。
令和 元 年度

継続

実施区分

③
吹田市人権啓発推進協議

会活動補助事業
人権政策室

市民団体である吹田市人権啓発推進協議会の活動のための補助金
を交付している。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

8,729
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・事業費は人権啓発資料・用品の購入費、人権啓発・人材養成事業に係る負

担金で、例年ほぼ変わらず、適切な金額となっている。
・啓発物品の購入経費や各自治体が人権担当職員や相談担当職員の人材養
成などを個別に行うのではなく、大阪府が広域で人材養成研修を実施するた
めの分担金で構成されている本事業の効果的な推進に向け、今後も大阪府と
も連携しながら継続していく。

令和 元 年度

継続

実施区分

④ その他人権啓発事業 人権政策室
憲法手帳をはじめとする啓発資料や啓発用品の購入費用と人権関
係の研修会開催等に係る大阪府への負担金の支出している。

事業の一部が法
定事務

（千円）

851
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・事業費については概ね妥当であるが、幅広い年代へ人権週間やその基とな
る世界人権宣言についての啓発を検討する必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑤ 人権週間啓発事業 人権政策室
12月の人権週間に合わせて、街頭啓発活動、パネル展、「人権フェス
ティバル」の実施や人権作品カレンダーの作成を行うなど、集中的な
人権啓発活動に取り組んでいる。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

963
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・人権擁護委員は、法務大臣より委嘱されたものであり、人権擁護委員法に基
づいて全国の市町村の区域に置かれ、地域における人権救済のための適切
な措置や人権意識の普及啓発に中心的な役割を果たしている。
・さらに活動を充実させるために、委員の増員の検討も必要である。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑥ 人権擁護活動事業 人権政策室
法務大臣から委嘱された人権擁護委員が、市民の基本的人権が侵
害されるような場合に、速やかにその救済のための措置をとるととも
に、市民からの人権に係る様々な問題について、相談を受けている。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

359
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

一般事務事業 人権政策室



2

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　人権事業 2 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 112 施策 人権の保障

市民ニーズ、社会的役割

・新たな人権課題も顕在化しており、今後も継続して実施する必要がある。
令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦ 人権施策推進事業 人権政策室
人権尊重の理念の普及を図るなど人権に関する施策を総合的に進
める。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧

（千円）

※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑨

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑩

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑪

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑫

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名


